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5. まとめ 

 前章までの結果を踏まえ、本章においては農業・⾷品分野におけるインフラシステムの海

外展開を推進するうえで重要となる、企業及び政府の取組について提⾔をとりまとめる。本

章では、成功事例収集・成功要因分析・成長分野地域の把握から得られた示唆を一覧とした

後、日本政府による支援に関し、今後必要とされる支援内容を取りまとめることとする。 

① 本調査において得られた示唆及び提言の一覧 

示唆を取りまとめるにあたって、第二章・第三章までで整理を行った企業によるアクションを

起点とし、それぞれのアクションから得られた示唆（ビジネスモデル上の工夫・政府の関与）を

整理した。そのうえで、各々の示唆から導き出される、今後のインフラシステムの海外展開を推

進する上で重要となる取り組みに関する提言を、政府・民間企業のそれぞれについて整理を行っ

た。整理の結果は以下の図のとおり。 

 

出所：本調査結果より NRI 作成 

 

 上記のとおり、インフラシステム展開に向けたアクションと、今後の取組に関する提言を整理

した。提言を設定するにあたっては、政府としての取組にかかる提言と、民間企業による取組に

かかる提言との 2 分類で整理を行った。具体的には、 

政府としての取組に係る提言は、 

・ 海外進出にあたっての地域・分野にかかる情報提供プラットフォームの構築 

ビジネスモデル上の工夫

先行投資による

現地化対応

R&Dや製品開発の上流工程に先行的に一定の投資を行い、

それらの結果をもとに適切な商品流通を行うことにより、適切

な商品投入、市場シェア向上を実現する。ビジネスにおける情

報収集・参入戦略策定段階における工夫

社会課題解決につながる事業に関しては、投

資フォーラムの実施など、資金調達に係る機会

を拡大

現地組織の巻き込み

現地ニーズに合わせた商品開発が必要となる。そのために、現

地事情に最も精通したパートナーを巻き込み、商品開発の段

階から共同で開発することを目指す工夫

-

柔軟な支払いプラン

構築

分割や後払いなどの支払オプションを提供することで製品の購

入を促進、ビジネス実施初期のきっかけとする工夫

商品購入の際に、中小事業者に対し、購入

費用の一定比率の補助金を提供

金融機関との連携による

資金繰り支援

金融機関との提携や信用情報に値する農作物の栽培関連

データの提供を行うことで、これまで資金調達ができなかった農

家や高金利での借入を行っていた農家に対して金利負担を下

げるサポートを行う工夫

補助金提供の代わりとして、買い手側中小事

業者の情報を、売り手側事業者に提供するこ

とでネットワーク構築を促進

サブスク・レンタルサービス

サブスクリプション形式やレンタル形式でサービス提供をすること

により、初期投資費用の絶対額をへらすことで、ビジネス実施

初期の導入を加速させる工夫

-

共同購入

製品・サービスを複数主体で共同で購入することで注文あたり

のロットを拡大。スケールメリットを活かすことで個別で購入する

際の値段よりも購入費用を抑える工夫

-

生産性改善サービス

AIの活用等を含む農作業のノウハウの提供等を通じて、顧客

の生産性を向上させるサービスを提供し、サービスに付随してイ

ンフラシステムの導入を進める工夫

営農指導で小規模農家の状況改善を図ると

いう目的のもと、政府関連組織からの資金調

達を円滑化

収益力向上サービス

販売プラットフォームを顧客に活用させることで、顧客の販路拡

大・販売支援を実施。顧客の売上向上に寄与することをメ

リットとして提供しつつ、インフラシステムの導入を進める工夫

-

流通網合理化サービス

卸売業者等の中間流通業者の機能を自社で有することで、

川上に対しては収益向上・川下に対してはマーケティング支援

を行うなど、双方に対してメリットを提供。自社インフラシステム

への参画を促す工夫 補助金提供の代わりとして、買い手側中小事

業者の情報を、売り手側事業者に提供するこ

とでネットワーク構築を促進

データ分析・活用サービス

プラットフォームを通じて顧客の情報を取得し、分析を行うこと

でオーダーメイドの商品開発・販売等を行い、顧客にとってより

良い製品・サービス購入をしてもらうことでインフラシステム普及

に繋げる工夫

アフターサービス強化
製品購入後のサポート・データ分析等で、農家の生産性向上

や所得向上を支援し、さらなるビジネス拡大を図る工夫

営農指導で小規模農家の状況改善を図ると

いう目的のもと、政府関連組織からの資金調

達を円滑化

個別の取組 今後の取組に関する提言政府の関与

民間企業

政府

支払いサイトの調整による顧客の経済事情の解決

顧客の収入向上・コスト削減にかかるサービスと付随してのインフラシステム展開

サービス提供手法・支払い手法の多様化による買い手の裾野拡大

代理店など末端向けネットワーク構築による販促範囲拡大

サプライチェーンを繋ぐプラットフォーム構築による販促・ビジネス拡大

コンサル・販路開拓支援等のサービス提供による新たな収益源の構築

海外進出にあたっての地域・分野にかかる情報提供プラットフォームの構築

ビジネス検討・展開初期における金銭支援

海外現地における協業事業者とのパートナリング支援

海外現地事業者向け金銭支援（物品購入）

海外現地事業者向け金銭支援（サービス）

現地社会課題解決を軸とした資金調達・ビジネス実施

データアナリシスによる顧客の信用情報適正化

現地における新たな取り組みや業界の基準作りに関する政府活動の促進
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・ ビジネス検討・展開初期における金銭支援 

・ 海外現地における協業事業者とのパートナリング支援 

・ 現地における新たな取り組みや業界の基準作りに関する政府活動の促進 

・ 海外現地事業者向け金銭支援（物品購入） 

・ 海外現地事業者向け金銭支援（サービス） 

が挙げられる。政府の果たす役割として、情報収集段階・参入戦略策定といった、ビジネス展

開初期における事業者に対する情報提供、そして金銭的支援が主な役割として期待される。 

一方、民間企業による取組に係る提言は、 

・ 現地社会課題解決を軸とした資金調達・ビジネス実施 

・ 顧客の直接の収入向上にかかるサービスと付随してのインフラシステム展開 

・ 支払いサイトの調整による顧客の経済事情の解決 

・ データアナリシスによる顧客の信用情報適正化 

・ サービス提供手法・支払い手法の多様化による買い手の裾野拡大 

・ 代理店など末端向けネットワーク構築による販促範囲拡大 

・ サプライチェーンを繋ぐプラットフォーム構築による販促 

・ コンサル・販路開拓支援等のサービス提供による新たな収益源の構築 

等が挙げられる。民間企業としては、ビジネス実施・ビジネス拡大段階において、新興国におけ

る価格・品質⽔準とのミスマッチを防ぐためのポイントが上記となる。その解決に向けた提言と

して、顧客の直接の収入向上にかかるサービスと付随してのインフラシステム展開やコンサル・

販路開拓支援等のサービス提供による新たな収益源の構築などの「顧客の収入を上げる」ための

施策、支払いサイトの調整による顧客の経済事情の解決・サービス提供手法・支払い手法の多様

化による買い手の裾野拡大といった「顧客の短期的支払い額を下げる」ための施策、更には、代

理店など末端向けネットワーク構築による販促範囲拡大・サプライチェーンを繋ぐプラットフォ

ーム構築による販促などの「顧客の幅を広げる」ための施策が必要だと考えられる。また、全体

に共通する視点として、資金調達という観点からは、現地社会課題解決を軸にビジネス参入・実

施を図ることで、政府や関連機関・ファンドからの資金調達の効果を上げることを企図すること

も有用ではないかと考えられる。 

 

また、より具体的な個別の企業の参入戦略という観点については、前章で抽出した国における

ビジネス展開のポイントが参考になると考えられるため、分野別に改めて下記のとおり整理を行

った。 
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出所：本調査結果より NRI 作成 

② インフラ輸出の推進に向けた提言 

前節で抽出した個別提言の一覧を基に、本節では、日本政府による支援に関し、今後必要と

される支援内容を取りまとめることとする。具体的には、前節で挙げた政府に関する提言そ

れぞれについて、より具体的な取組内容を書き下すことで、提言のまとめとしたい。また、

各提言について、企業の海外展開のステップのどの段階にあって必要とされる取り組みなの

かも合わせて以下では記載する。更に、本節の最後に、前節までで整理を行った重要成功要

因（取組）の類型に合わせ、具体的に進めていくにあたっての例を付すことで、本レポート

の締めくくりとする。 

・ 海外進出にあたっての地域・分野にかかる情報提供プラットフォームの構築：情報収集・

参入戦略策定・ビジネス実施・ビジネス拡大段階で求められる取組 

 

 情報提供プラットフォームの構築にあたっては、地域・分野に関するマクロ的な情報の

提供はもちろんのこと、課題解決のための主要なアクションである「先行投資による現地

化対応」「現地組織の巻き込み」「流通ネットワークの構築」のために必要な情報の提供

が必須であると考えられる。すなわち、「先行投資による現地化対応」においては、社会

課題解決としてどのようなテーマが現在着目されているのかといった点を情報として提供

することで先行投資にむけた資金調達を助け、情報収集・参入戦略策定にむけて企業をサ

ポートするといった役割が期待される。また、「現地組織の巻き込み」については、商

品・サービス開発に向けて組むべき地場企業・研究機関といった情報を提供することで共

同開発の機会の拡大を支援すると行った役割が期待される。更に、「流通ネットワークの

構築」については、補助金提供とセットで現地事業者の情報を取得・リスト化して情報共

有することなどを通じて、より具体的なインフラシステム展開を行う企業にとっての顧客

情報を提供し、ビジネス実施・拡大を支援する役割が期待される。 
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 インフラ輸出を進めるにあたっては、上記のとおり、どの国やテーマをターゲットして

定めるか、また、バリューチェーンのどこへ参入するか、さらには、具体的な顧客はどの

ような企業・事業者なのかといった、大きな目線からより小さく具体的な領域を探してい

く必要がある。企業は、そのプロセスに沿って情報を収集していくことが求められるが、

既存の情報公開状況からは、情報を共通で取得することのできる仕組が限られており、情

報収集が非常に困難な状況にある。そのため、選択と集中が難しく、日系企業の海外展開

リソースを有効活用しづらい。その点を是正するためにも、データベースあるいはプラッ

トフォーム等の共通の土台で情報を収集することを可能にすることで、日系企業の情報収

集をより効率的なものとし、海外展開の一層の推進につなげていくことが求められる。 

 

・ ビジネス検討・展開初期における金銭支援：参入戦略策定・ビジネス実施初期において求

められる取組 

 

 ビジネス検討・展開初期における金銭支援にあたっては、「先行投資による現地化対

応」「政府補助金活用」といった課題解決のための主要なアクションに関連した取組が必

要とされる。「先行投資による現地化対応」においては、参入戦略の策定にかかるフィー

ジビリティ・スタディを行うための資金調達や、ビジネス初期に現地化を行うにあたって

の研究開発段階における先行投資資金の調達を支援するため、補助金交付といった直接的

な資金交付のみならず、投資フォーラムの実施といった形での間接的な資金調達支援など

の取組も今後は求められると考えられる。もしくは、民間資金を活用するための民間側

のビジネス面以外でのメリット、例えば、現地社会への貢献活動を行っている企業へ

の表彰等を政府として用意する施策も考えられる。 

 

・ 海外現地における協業事業者とのパートナリング支援：参入戦略策定・ビジネス実施・ビ

ジネス拡大において求められる取組 

 

 海外現地における協業事業者とのパートナリング支援にあたっては、前述の情報プラッ

トフォームの部分とは少し異なり、実際にビジネスを実施・拡大していくにあたって協業

が必要となる事業者の情報提供・マッチングが必要となると考えられる。商品・サービス

を展開するオペレーションを支援してくれる現地事業者などがその対象となると考えら

れ、彼らの情報を提供することにより、ビジネスをスケールするための体制づくりを支援

することが役割として期待される。また、より具体的な情報を取得し、かつ効果的なパー

トナリング支援をする方法として、補助金を提供するにあたって、補助金提供とセットで

現地事業者の情報を取得・リスト化して情報共有することも有用だと考えられる。また、

現地大使館や JETRO など日本政府の出先機関による現地事業者とのネットワーク構

築も考えられる。ただし、現地事業者との継続接点を維持するためには、現地事業者

とやり取りをするきっかけが必要であり、例えば、日本本国との連携を密にしつつ、

定期的に日本側の取り組みを情報発信するなど工夫を図る必要がある。 

 

・ 現地における新たな取り組みや業界の基準作りに関する政府活動の促進：ビジネス実施・

ビジネス拡大において求められる取組 
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 現地における新たな取り組みや業界の基準作りに関する政府活動の促進にあたっては、

「現地組織の巻き込み」「トレーサビリティ」といった課題解決のための主要なアクショ

ンに関連した取り組みが必要とされる。「現地組織の巻き込み」においては、ODA など

の GtoG プロジェクトにおいて、現地巻き込みの機会を創出することが有用である。ま

た、「トレーサビリティ」においては、情報連携における業界標準整備に関する協力を通

じて、トレーサビリティを実現しやすい環境を整備することなどが考えられる。 

 

・ 海外現地事業者向け金銭支援（物品購入・サービス）：ビジネス実施・ビジネス拡大にお

いて求められる取組 

 

 海外現地事業者向け金銭支援としては、商品購入にあたって資金力が不足する海外現地

の中小事業者に対して資金調達支援の機会を提供し、インフラシステム普及に向けての

資金面での課題解決につなげるというのが最も直接的に期待される役割である。物品購入

にあたっての補助金交付だけではなく、インフラシステムを普及させるに必要な受発注シ

ステムや物流網、または、利用者接点を生み出す役割としての営農指導など、農家とイン

フラ提供を繋ぐ周辺機能についても、実証プロジェクトや場合によっては補助金交付など

を行うことで、より複層的に事業者のインフラシステム普及を支援していくことが求めら

れる。 

 

なお、インフラシステムの海外展開を実施する日系企業の展開の度合によって、上記施策の中

で有用な施策が異なる可能性があるため、以下チャートにおいては、企業の海外展開のステップ

に応じて、各施策が何を実施すべきかを整理した。 

 

出所：本調査結果より NRI 作成 

 

以上、個別の取組内容について具体的に書き下した。今後日本政府が個別の支援内容を実施し

ていくにあたっては、その前提として、支援するべき日系企業が、国ごと・業態ごと・海外展開

ビジネス拡大ビジネス実施参入戦略策定情報収集

海外進出にあたっての地域・分野に

かかる情報提供プラットフォーム

の構築

ビジネス検討・展開初期における

金銭支援

海外現地における協業事業者との

パートナリング支援

現地における新たな取り組みや業界

の基準作りに関する政府活動

の促進

海外現地事業者向け金銭支援

（物品購入・サービス）

情報提供プラットフォームを通じた

• 地域・分野に関する情報提供

• 社会課題に関連テーマの情報提供

• 補助金交付等の直接的な資金交付

• 投資フォーラムの実施といった形での間接的な資金調達支援

• ビジネスのオペレーション支援を行う現地事業者情報提供

• 日本政府の出先機関による現地事業者とのネットワーク構築

• GtoGプロジェクトの組成

• 業界標準整備に関する協力を通じた、ビジネス環境整備支援

• 海外現地中小事業者に対する投融資の機会や補助金活用の

機会提供

• 商品・サービス開発に向けて組むべき地

場企業・研究機関の情報提供

• 現地企業（顧客）情報提供
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のステップごとといった各段階における仮説を定め、どのような論拠に従ってインフラシステム

展開を進めていくのかを定めることが肝要となる。日本政府としては、それらの情報を蓄積し、

実際のインフラシステム展開の状況と照らし合わせチェックを行いながら、支援をしていくこと

が求められる。そのことを通じ、日本政府としてもインフラシステム展開にかかるノウハウを蓄

積・分析することで、よりブラッシュアップされた効果的な施策を実現していくことが可能とな

るはずである。 

 最後に、本レポート事例調査にて整理を行った重要成功要因（取組）の類型それぞれに関し、

具体的にインフラシステム普及を進めていくにあたっての例を付す。 

 

顧客の収益に合わせた導入コスト抑制 

 

機能価値ではなく「付加価値」のアピール 

 

 

 

販売手法の設定連携事業者選定顧客の収益状況の把握

民間

行政・政府

対象顧客の特定

• 対象とする産品・産地の精査

• 企業情報DBや業界団体を通じた対象顧客リストの作成

事業者訪問

• 事業者訪問を通じた個別事業者（農家等）の売上・利益構造、一般

的なビジネスモデル等についての情報整理

• 当該商品・サービスに対する支払い可能な金額（月別・総額等）の把

握

競合調査

• 類似の商品・サービスを展開する事業者の特定

• 商品・サービスの概要、販売価格、支払い方法などの整理

データベース構築を通じた情報提供

• 地域・分野に関する情報提供

• 社会課題に関連テーマの情報提供

• 法規制等の情報提供

パートナー探し

• リース・融資等の

• 金融機関（銀行・信販会社・ノンバンク等）への

訪問・商品販売

• 上記パートナーへの訪問・相談を通じて、顧客への融資・金融支援（金

融商品の組成含む）に関しての相談

（可能であれば）パートナーを通じた販売促進

• パートナーからの情報提供を受けての新規顧客の開拓

• 商品・サービス展開をしていくにあたっての販促計画の策定・実行

事業者紹介

• 行政機関のネットワーク（イベントを通じたもの、出先機関からの紹介等）による現地個別具体事業者の民間事業者への紹介

顧客業務に合わせた付加価値の棚卸し

民間

行政・政府

対象顧客の特定

• 対象とする産品・産地の精査

• 企業情報DBや業界団体を通じた対象顧客リストの作成

事業者訪問

• 事業者訪問を通じた顧客のバリューチェーン・業務内容の整理

バリューチェーンごとでの当該商品・サービスの付加価値紐付け

• 企画・開発・調達・生産・物流・販売、ヒト・モノ・カネ・情報などの要素

に分けて自社の提供できる付加価値を整理

データベースを通じた情報提供

• 地域・分野に関する情報提供

• 社会課題に関連するテーマの情報提供

調査レポート等を通じた情報提供

• 当該地域における調査、バリューチェーンの整理

アピール手法調べ

• 販促の全体像（誰が広告枠を有しているか、広告における商慣習はど

のようなものがあるか等）

• 販促の方法、種類等の概要について現地特有のモノも含めて調査

媒体調べ

• 個別具体の媒体の名称・サービス内容や媒体を運営する主体がどこかを

調査

アピール内容制作

• 制作会社とのやりとりを通じて、文章・画像・映像等のメディアについてど

のような内容を広告とするか作成

アピールの実施

商品・サービスのアピール

政府関連イベントにおけるアピール補助

• 展示会、事業者マッチングイベント、大使館と連携したイベント、国家機

関連携でのセミナー等、公的なイベントにおける民間事業者の参画を促

すことによるアピール機会の構築
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現地機関や現地実績を通じた信用獲得 

 

 以上、重要成功要因（取組）ごとに、民間及び行政・政府が取組を進めていくにあたっての

実施具体例を示した。上記はあくまで例ではあるが、今後各主体が取り組みを進めていくにあた

っての参考としていくことのできる項目であると考える。 

以上 

民間

行政・政府

データベース構築を通じた情報提供

• 地域・分野に関する情報提供

• 社会課題に関連テーマの情報提供

• 法規制等の情報提供

• 事業者リスト等のデータベースを通じた情報提供

ステークホルダーの整理 事業者への声がけ・連携交渉

対象顧客の特定

• 対象とする産品・産地の精査

• 企業情報DBや業界団体を通じた対象顧客リストの作成

政府関連イベントにおけるアピール補助

• 展示会、事業者マッチングイベント、大使館と連携したイベント、国家

機関連携でのセミナー等、公的なイベントにおける民間事業者の参画

を促すことによるアピール機会の構築

実証事業を通じた支援

• 政府主導の実証事業を通じて、実際の事業者との連携交渉を金銭

面やネットワーク面で支援

事業者訪問

• 事業者訪問を通じた顧客のバリューチェーン・業務内容の整理

• 訪問を通じて、協業ビジネスモデルの精査・実際のビジネス実施にあたっての協業体制の検討・MoU等合意の取り付け


